
事業番号 - - - -

（ ）

令和元年度 令和2年度 令和3年度

青少年教育に関する専門的な調査研究にかかる運営費交付
金決算額　／　総利用者数

4年度
活動見込

5年度
活動見込

104%

令和3年度

活動実績 件 10 11 11

当初見込み - -

38.3 268.1 82 -

178,219,000/4,652,358

執行額 307 278 174

- -

- -

経
常
費
用

予算額 283 282 167 163

執行率 108% 99%

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求 主な増減理由

163 174 107

事業目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以

内）

　独立行政法人国立青少年教育振興機構が行う業務（青少年教育の振興及び健全な青少年の育成）にかかる経費の一部に充てることにより、同機構の業務の円滑な
実施及び同業務の推進に資する。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

青少年教育に関する基盤的・課題別の調査及び研究を行い、その成果等を広く提供・活用することにより青少年教育の振興を図る。

実施方法 交付

- -

令和5年度要求

経
常
収
益

予算額：運営費交付金 178 176 112 116 -

運営費交付金収益化基準 業務達成基準 業務達成基準 業務達成基準 業務達成基準

運営費交付金収益の割合 54.1% 79.5% 69.0%

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

独立行政法人国立青少年教育振興機構法
第3条、第11条

関係する計画、
通知等

第３期教育振興基本計画（平成30年6月15日閣議決定）
子供・若者育成支援推進大綱（令和3年4月6日子ども・若者育
成支援推進本部決定）
国土強靭化年次計画2021（国土強靭化推進本部決定）

主要政策・施策 - 主要経費 その他の事項経費

その他 138 45 48

補助金等 0.1執
行
額

運営費交付金

　計 301.1 219 155予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

05004921

地域学習推進課
地域学習推進課長
黄地　吉隆

会計区分 一般会計

セグメント単位の
考え方

‐

セグメント名 青少年教育に関する調査研究 担当部局庁 総合教育政策局 作成責任者

事業開始年度 平成１８年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし 担当課室

令和4年度セグメントシート 国立青少年教育振興機構

2022 文科

令
和
4
・
5
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

独立行政法人国立青少年教
育振興機構運営費交付金

116 -
※金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しない場合がある。

- -

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

単位 令和元年度 令和2年度

計 116 -

活動内容
（アクティビ

ティ）

青少年教育に関する基盤的・課題別の調査及び研究を行い、その成果等を広く提供・活用することにより青少年教育の振興を図る。

活動目標 活動指標

調査研究の取組
基礎的・専門的な調査及び研
究の取組状況

247,143,000/921,720 112,499,000/1,372,217 -

単位当たり
コスト

算出根拠 単位

単位当たり
コスト 円

計算式 円 / 人

4年度活動見込



有

競争性のない随意契約となったものはないか。 有

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
令和元年～令和3年度における業務の実績に関する評価

　「独立行政法人改革等に関する基本的な方針（平成25年12
月24日閣議決定）」を受け、平成26年１月27日に他の４独法の
連携を推進する場として「間接業務等の共同実施に関する協
議会」を設置して具体的な検討を開始。これまで、事務用品等
の共同調達を行い、コスト削減に努めている。

　本事業は、独立行政法人通則法及び独立行政法人国立青
少年教育振興機構法等で定められた、国民生活及び社会経
済の安定等の公共上の見地から、確実に実施されることが必
要な事業であり、地方自治体、民間等に委ねることは困難であ
る。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事業
か。

○

　「『次世代の学校・地域』創生プラン」（平成28年１月文部科学
大臣決定）における学習指導要領（平成30年度から順次改訂
実施）の改訂趣旨の一つである「社会に開かれた教育課程」
や、学校を核とした地域の創生を図るための「地域学校協働活
動」の実現には、本事業のように、地域と連携協働した教育環
境を提供する施設を適切に機能させることが必要である。
　加えて、「第３期教育振興基本計画」（平成30年６月閣議決
定）においては、同プランの趣旨も盛り込まれるとともに、目標
の１つとして、「豊かな心の育成」が掲げられており、特に、「自
己肯定感」等の育成に向けた方策の中に「様々な体験活動の
充実」を図ることとされている。また、「国土強靭化年次計画
2021」（国土強靭化推進本部決定）において、全施設での防
災・減災教育を推進するとともに、広域防災拠点として機能す
るための整備を行うこととされている。
　引き続き、本事業のような、幼児や青少年だけでなく大人も
その対象に、豊かな体験活動を提供する施設を適切に機能さ
せる取組は、政策の優先度が高いものである。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

　国立青少年教育振興機構からの支出先の選定に当たって
は、一般競争入札により公平性・透明性・競争性を確保して実
施しているが、一部随意契約となったもの、及び一者入札と
なったものがある（いずれも、契約監視委員会による監査を受
けている）。
　随意契約については、特殊な技能が必要な事業内容である
等、契約の性質上若しくは目的が競争を許さないものであった
こと等によるものである。
　また、一般競争入札を実施した上で一者応募となった契約も
あり、おおむね20日以上の公告期間を設けているが、調達等
合理化計画にて定められているとおり、仕様書についての幅
広い意見の収集や、 公告期間及び業務等準備期間の十分な
確保、また入札説明書受領業者のうち入札不参加であった業
者への聴き取り等により、改善を実施する。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一者応
札又は一者応募となったものはないか。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○   機構予算細則などで真に必要なものに限定している。

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○

  平成18年度の本事業開始以来、事業趣旨に基づき、機会が
確保されるべき自然体験活動等の教育事業において、特に
「青少年利用」については、その施設使用料を無料としてきて
いる。
  一方、独立行政法人制度の趣旨を踏まえ、効果的かつ効率
的な運営に資するため、「一般利用」等については、随時、本
事業における受益者負担の妥当性について、政府全体の方針
等に基づき検討し、有料料金の改定を進めるなど対応してお
り、受益者との負担関係は妥当である。

○
  第４期中期目標期間において、一般管理費で5.0%以上、事業
費で5.0%以上の削減を目標としており、業務コストの削減に努
めている。

事
業
の
効
率
性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ○
  年度計画に即した業務遂行に必要な支出となっており、特段
問題ない。

独法等所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

　本事業は、青少年教育の振興及び青少年の健全育成を図る
ことを目的としており、教育振興基本計画等においても、様々
な体験活動の充実が求められていることから、社会の動向や
ニーズを反映している。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

目標最終年度
令和元年度 令和2年度 令和3年度

中間目標

100

目標値 ％ 100 100 100 - 100

　独立行政法人通則法に基づ
く主務大臣による業務実績の
評価結果のうち、標準評価以
上の評価を受けた項目の割
合とする。（第４期中期目標最
終年度を目標最終年度と設
定する。）

　標準評価(B評価）以上の評
価を受けた項目の割合

成果実績 ％ 100 100

- 年度 7

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

100達成度 ％ 100 100

年度



※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

※金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しない場合がある。

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役割分担
の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

-

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○
　中期計画に基づき、活動実績は見込みに見合ったものに
なっている。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

　公表した調査結果については、機構のホームページに掲載
するとともに、文部科学省や都道府県の青少年行政主管課・
教育委員会、関係機関・団体等に報告書を配布して活用いた
だいている。

事業番号 事業名

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○

点
検
・
改
善
結
果

点検結果
　基盤的及び課題別の調査研究を行うことで、青少年教育に関する有用な知見を得ることができている。
　今後、限られた予算の範囲内で、いかに効果的・効率的に得られた知見を普及していくかが課題となっている。

改善の
方向性

　引き続き、青少年教育に関する有用な知見が得られるよう、基盤的及び課題別の調査研究を実施していく。
　また、課題を踏まえ、成果の普及体制の構築の一つとして「青少年教育研究考察会議」を実施し、YouTubeチャンネルを活用して普及を図っているとこ
ろであり、今後も効果的・効率的な成果の普及について検討を進めていく。

備
考

支出先上位10者リストの落札率については、同種の他の契約の予定価格を類推させる恐れがあるため非公表。

資金の流れ
（資金の受け取り
先が何を行ってい
るかについて補足

する）
（単位：百万円）

  成果実績は毎年度成果目標をクリアしている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的あるい
は低コストで実施できているか。

○
　中期計画に基づき、業務の効率化に取り組んでおり、利用者
の安全確保に十分配慮しつつ、一般管理費及び事業経費に
ついて効率化を図っている。

文部科学省
8,554百万円

青少年教育指導者その他の青少年教育関係者に対する研修、
青少年の団体宿泊訓練その他の青少年に対する研修、青少年教
育に関する施設及び団体相互間の連絡及び協力の促進、青少年
教育に関する団体に対する助成金の交付等を行うこと。

交付 ※ 国費投入額と総事業額との差額は自己収入である。

【Ａ】

独立行政法人国立青少年教育振興機構
9,025百万円

【Ｆ】

青少年教育に関する調査研究

167百万円
（全146件）

青少年の体験活動の重要性等、青少年教育に関する調査研究。

【随意契約（その他）他】※他契約方式は、支出先上位10者リストFを参照



支出先上位１０者リスト

A.

F

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

- - -

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 - - - -

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）

-

- -

10
ミツウロコグリーンエネ
ルギー株式会社

8010001067848
国立赤城青少年交流の家他
1ヶ所で使用する電気

1
一般競争契約
（最低価格）

3 -

- - -

9 鈴与商事株式会社 1080001002318
北海道地区（大雪・日高）A重
油（JIS１種２号）

1
一般競争契約
（最低価格）

2

8 東京都水道局 8000020130001
国立オリンピック記念青少年
総合センターで使用する水道

2
随意契約
（その他）

-

7
東京ベイサイドビル
サービス協同組合

7010005005235
国立オリンピック記念青少年
総合センター構内警備業務

2
一般競争契約
（最低価格）

1 - -

- -

6
一般財団法人　日本児
童教育振興財団

3010005004125
アメリカの高校生に対する意
識調査業務

3
随意契約
（その他）

- -

3 - -

5 日本美装株式会社 4030001006337
国立オリンピック記念青少年
総合センター屋内清掃業務外
一式

3
一般競争契約
（総合評価）

5

4
株式会社CDエナジー
ダイレクト

2010001190770
国立オリンピック記念青少年
総合センターで使用するガス

4
一般競争契約
（最低価格）

-

3
九電みらいエナジー株
式会社

7290001036116
国立オリンピック記念青少年
総合センターで使用する電気

4
一般競争契約
（最低価格）

7 - -

- -

2
パナソニックＬＳエンジ
ニアリング株式会社

3120001089786
国立オリンピック記念青少年
総合センター視聴覚設備保守
点検及び運用支援業務

5
一般競争契約
（最低価格）

2 -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 エクレ株式会社 9011201005423
国立オリンピック記念青少年
総合センター建物等設備保全
業務

6
一般競争契約
（最低価格）

2

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
独立行政法人国立青
少年教育振興機構

8011005001124 Fに記載のため省略 9,103
運営費交付金

交付
- -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

計 9,025 計 6

財務費用 支払利息 2

ボイラー運転・保守管理費、建物修繕費、電子
複写機保守料等

479

費　目

固定資産購入 ソフトウェア、トイレ洋式化等 148

保守・修繕費

使　途
金　額

(百万円）

人件費 役職員給与（非常勤含む）、退職手当等 4,287 役務費
国立オリンピック記念青少年総合センター建物
等設備保全業務

6

業務費
備品・消耗品費、賃借料、諸謝金、通信費、印刷
費等

553

水道光熱費 電気料、ガス料、上下水道料 589

子どもゆめ基金
助成費

体験活動助成費、読書活動助成費、教材開発・
普及啓発活動助成費

827

一般管理費 保守・修繕費、賃借料等 861

外部委託費 清掃業務、警備業務、普及啓発事業委託費等 1,279費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックごと
に最大の金額が支
出されている者に
ついて記載する。
費目と使途の双方
で実情が分かるよ

うに記載）

A.独立行政法人国立青少年教育振興機構 F.エクレ株式会社

費　目 使　途
金　額

(百万円）


